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平成２０年度環境省予算概算要求・要望事項別表

一 般 会 計
（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

（環境省所管合計） 219,946,845 264,310,151 44,363,306

（組織）環境本省 214,270,652 257,990,464 43,719,812

（項）環境本省共通費 10,132,770 9,974,026 △ 158,744

環境本省一般行政に必要な経費 10,013,823 9,857,618 △ 156,205

○既定定員に伴う経費 8,681,391 8,412,024 △ 269,367

○増員要求に伴う経費 0 108,825 108,825

○一般行政共通経費 561,491 553,149 △ 8,342

○大臣官房一般行政費 540,896 543,085 2,189

○中央合同庁舎第５号館等維持管理等経費 230,045 240,535 10,490

審議会等に必要な経費 118,947 116,408 △ 2,539

（項）環境調査研修所共通費 633,972 645,301 11,329

環境調査研修所に必要な経費 633,972 645,301 11,329

○既定定員に伴う経費 355,078 350,078 △ 5,000

○増員要求に伴う経費 0 9,140 9,140

○環境調査研修所共通経費 278,894 286,083 7,189

（項）環境調査研修所施設費 226,610 230,934 4,324

環境調査研修所施設整備に必要な経費 226,610 230,934 4,324

○環境調査研修所施設整備費 226,610 230,934 4,324

（項）地球環境保全費 5,398,490 7,551,603 2,153,113

地球温暖化対策に必要な経費 1,622,626 3,192,662 1,570,036

事 項
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

○気候変動枠組条約・京都議定書拠出金 45,465 82,151 36,686

○地球温暖化国内対策経費 342,679 437,606 94,927

・ （新）温室効果ガス排出量可視化(見える化)･指標化 0 50,000 50,000
　　　検討調査

・ （新）カーボン・オフセット推進事業 0 50,000 50,000

○脱温暖化戦略総合推進費 87,786 87,795 9

○地球温暖化国際対応経費 1,146,696 2,585,110 1,438,414

・ 100,000 221,000 121,000

・ 京都メカニズムクレジット取得事業 1,025,594 2,303,715 1,278,121

・ （新）低炭素で成長する日本モデルの構築等事業 0 39,293 39,293

国際的取組の推進に必要な経費 1,884,804 2,323,993 439,189

○国際会議等経費 152,622 197,869 45,247

○二国間国際会議関係経費 34,463 16,683 △ 17,780

○経済協力開発機構等拠出金 1,198,336 1,249,108 50,772

・ 114,660 174,947 60,287

○内外の環境情報の管理推進等経費 12,208 12,185 △ 23

○国際環境協力推進費 400,051 772,073 372,022

・ （新）Ｇ８環境大臣会合開催等経費 0 400,000 400,000

・ （新）モンゴルにおける環境協力推進事業 0 10,005 10,005

・ （新）アジアにおける環境・経済統合影響評価モデ 0 37,511 37,511
　　　ルによる日本型環境政策検討スキームの導入

　　　支援費

次期国際枠組みに対する日本イニシアティブ推進経費

地球環境に関するアジア太平洋地域共同研究・観測事
業拠出金

2



（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

・ （新）国際環境協力強化のための情報・人材基盤の 5,192 9,160 3,968
　　　整備

・ （新）コベネフィット型途上国低炭素社会構築支援 0 30,040 30,040
　　　方策検討調査

○ヨハネスブルグ・サミットフォローアップ経費 72,124 61,075 △ 11,049

○GEA国際会議フォローアップ検討調査 15,000 15,000 0

地球環境対策に必要な経費 1,133,894 1,224,135 90,241

○東アジア酸性雨モニタリングネットワーク拠出金 129,031 129,031 0

○地球環境保全対策共通経費 42,631 62,089 19,458

○広域大気環境・越境大気汚染対策費 343,368 392,542 49,174

・ 8,778 20,000 11,222

・ 業務用冷凍空調機器フロン回収強化対策推進費 19,732 25,299 5,567

・ （新）液体ＰＦＣ等排出抑制対策推進事業費 0 18,111 18,111

・ 黄砂対策推進費 25,035 56,065 31,030

○海洋保全対策費 614,817 636,353 21,536

・ 漂流・漂着ゴミに係る国内削減方策モデル調査費 350,000 350,693 693

○地球環境研究推進経費 4,047 4,120 73

地球環境保全対策の調査研究に必要な経費 757,166 810,813 53,647

○地球環境保全対策調査研究共通経費 48,775 48,775 0

○衛星搭載用観測研究機器製作費 340,000 300,000 △ 40,000

○地球環境保全対策調査費 107,998 167,021 59,023

・ 東アジア広域環境政策形成推進事業費 10,819 43,263 32,444

・ （新）酸性雨による生態系影響定量解析等調査費 0 40,691 40,691
○気候変動影響モニタリング･評価ネットワーク構築等経費 260,393 295,017 34,624

アジアにおけるモントリオール議定書遵守支援事業費
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

（項）地球環境保全試験研究費

地球環境保全試験研究に必要な経費 310,413 323,000 12,587

○地球環境保全試験研究費 310,413 323,000 12,587

（項）地球環境研究総合推進費

地球環境研究総合推進に必要な経費 2,960,000 3,810,000 850,000

○地球環境研究総合推進費 2,960,000 3,810,000 850,000

・ （新）低炭素社会関係予算 0 500,000 500,000

・ （新）適応対策関係予算 0 348,000 348,000

（項）石油石炭税財源石油及びエネルギー需給構造
　　　高度化対策費

32,100,000 42,000,000 9,900,000

（項）大気・水・土壌環境等保全費 4,716,623 5,987,028 1,270,405

大気環境等保全対策に必要な経費 1,909,678 2,510,587 600,909

○大気環境等保全対策共通経費 96,605 99,431 2,826

○ 大気汚染防止対策費 890,006 1,367,457 477,451

・ アスベスト対策調査 50,582 50,721 139

・ アジア諸国における石綿対策技術支援費 13,196 15,113 1,917

・ （新）日本の人的資源を活用した目に見える国際環 0 26,937 26,937
　　　境協力の検討

・ 効果的な公害防止の取組の促進措置開発調査 3,259 10,172 6,913

・ （新）微小粒子状物質(PM2.5)対策等調査費 0 205,055 205,055

・ （新）光化学オキシダント動向等調査費 0 40,000 40,000

石油石炭税財源の石油及びエネルギー需給構造高
度化対策特別会計石油及びエネルギー需給構造高
度化勘定へ繰入れに必要な経費
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

・ （新）良好な感覚環境形成のための街作りの推進調 0 50,000 50,000
　　　査

○広域大気環境対策費 172,596 172,674 78

○騒音・振動規制対策費 52,821 58,788 5,967

○悪臭防止対策費 22,682 30,151 7,469

○交通環境対策費 320,535 386,148 65,613

・ 193,314 293,309 99,995

○自動車公害防止対策費 316,927 328,432 11,505

・ 44,956 60,016 15,060

○国際分担金等経費 0 30,000 30,000

○環境測定に関する調査費 37,506 37,506 0

水環境等保全対策に必要な経費 1,311,936 1,710,015 398,079

○水環境等保全対策共通経費 55,245 52,149 △ 3,096

○経常事務費 0 8,617 8,617

○水質汚濁防止対策推進費 466,885 517,955 51,070

・ （新）３Ｒの概念を組み込んだ排水処理技術開発の 0 60,242 60,242
　　　促進に関する調査

○生活排水対策総合推進費 17,270 17,250 △ 20

○閉鎖性海域対策費 339,018 391,430 52,412

・ （新）里海創生支援事業 0 50,083 50,083

・ （新）有明海・八代海再生フォローアップ調査 0 50,005 50,005

都市の自動車環境対策と温暖化対策のコベネフィット
推進費

自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出特性
実態調査及び測定法の確立
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

○湖沼環境保全対策調査費 130,217 171,557 41,340

・ （新）地球温暖化による公共用水域の水質への影響 0 50,023 50,023
　　　調査

・ （新）多様な生物を育む健全な湖沼づくり事業 0 30,000 30,000

○水質保全・管理対策調査費 289,736 541,055 251,319

・ 日中水環境パートナーシップ 32,585 193,210 160,625

・ （新）硝酸性窒素対策等地下水質管理的確化調査 0 34,986 34,986

・ （新）Ｇ８サミット関連シンポジウム開催等経費 0 22,977 22,977

○地盤沈下対策推進費 13,565 10,002 △ 3,563

・ （新）新たな地下水の総合的管理制度検討調査 0 10,002 10,002

土壌環境等保全対策に必要な経費 1,034,031 1,234,454 200,423

○土壌環境等保全対策共通経費 31,289 34,183 2,894

○土壌汚染防止対策推進費 674,167 863,089 188,922

・ （新）土壌汚染の未然防止等対策の促進に関する調 0 30,000 30,000
　　　査

・ （新）土地利用用途等に応じた土壌汚染対策推進費 0 70,000 70,000

○農薬対策推進費 176,910 184,917 8,007

・ 農薬飛散リスク評価手法等確立調査 18,092 35,002 16,910

○ダイオキシン類総合対策費 151,665 152,265 600

460,978 531,972 70,994

○大気・水・土壌環境等保全対策調査研究共通経費 3,970 1,346 △ 2,624

○大気・水・土壌環境等保全対策各種調査研究費 457,008 530,626 73,618

・ 微小粒子状物質等の曝露影響調査研究費 231,000 260,981 29,981
・ （新）農薬による陸域生態リスク評価手法等確立調査 0 79,000 79,000

大気・水・土壌環境等保全対策の調査研究に必要
な経費
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

（項）廃棄物・リサイクル対策推進費 8,931,858 11,314,445 2,382,587

循環型社会・リサイクル推進に必要な経費 619,764 1,316,001 696,237

○廃棄物対策等共通経費 72,322 107,651 35,329

○循環型社会形成推進費 502,501 1,037,950 535,449

・ （新）地域からの循環型社会づくりを支援するネッ 0 90,000 90,000
　　　トワーク形成事業経費

・ （新）新循環基本計画の策定を受けた３Ｒの国民運 0 69,368 69,368
　　　動の展開

・ 容器包装に係る３Ｒ推進事業費 52,298 116,060 63,762

・ 72,808 170,209 97,401

・ 家電リサイクル推進事業費 42,981 74,362 31,381

・ 資源の有効利用促進に係る適正化事業費 16,640 32,609 15,969

・ 建設リサイクル推進事業費 3,364 44,159 40,795

・ （新）リサイクル・リングタウン業費費 0 25,000 25,000
　　　（リサイクルのわづくり事業）

・ ３Ｒイニシアティブ国際推進費 120,014 122,950 2,936

うち（新）アジアにおける廃棄物・３Ｒ作業部会の 0 15,351 15,351
　　　　　運営

うち（新）ゴミゼロ国際化行動計画の見直しと実施 0 7,023 7,023

・ （新）東アジア循環型社会ビジョン調査費 0 20,000 20,000

○国際分担金等経費 0 170,400 170,400

・ （新）３Ｒ推進基金（仮称）支援 0 150,000 150,000

改正容器包装リサイクル法施行に係る実態調査等事業
費
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

・ （新）UNEP「天然資源の持続可能な利用に関する国 0 20,400 20,400
　　　際パネル」支援

○前年度限りの経費 44,941 0 △ 44,941

一般廃棄物対策に必要な経費 612,240 1,025,103 412,863

○廃棄物対策等事務処理費 20,093 20,020 △ 73

○市町村の廃棄物処理事業の３Ｒ化に向けた改革調査費 15,078 25,308 10,230

○廃棄物処理技術等情報提供システム改善経費 7,133 5,903 △ 1,230

○廃棄物対策推進費 40,063 650,682 610,619

・ （新）廃棄物処理システムにおける革新的な温室効 0 50,000 50,000
　　　果ガス排出抑制対策検討調査

・ （新）廃棄物由来バイオ燃料の戦略的利用拡大に向 0 30,000 30,000
　　　けた調査

・ （新）廃棄物系バイオマス次世代利活用推進事業 0 400,000 400,000

・ （新）食品循環資源等バイオマスの地域圏利活用構 0 70,000 70,000
　　　想の策定調査

○浄化槽対策推進費 71,873 123,190 51,317

・ （新）災害時の浄化槽被害等対策マニュアルの作成 0 7,086 7,086

・ （新）浄化槽技術導入可能性調査費 0 39,050 39,050

○災害等廃棄物処理事業費補助金 458,000 200,000 △ 258,000

産業廃棄物・廃棄物不法投棄対策に必要な経費 6,438,854 7,112,341 673,487

○廃棄物処理システム開発費 17,846 18,061 215

○廃棄物対策推進費 91,468 105,951 14,483

・ 石綿含有廃棄物適正処理方策検討調査費 14,522 33,050 18,528

○産業廃棄物等処理対策強化費 317,374 936,342 618,968
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

・ 産業廃棄物適正処理推進費 51,017 108,028 57,011

うち（新）不法投棄撲滅運動の展開 0 50,000 50,000

・ 産業廃棄物処理業優良化推進事業費 55,709 100,000 44,291

・ ＩＴを活用した循環型地域づくり基盤整備事業 89,972 314,010 224,038

・ バーゼル条約対策費 12,483 209,857 197,374

・ 35,144 42,290 7,146

・ （新）バーゼル条約95年改正に関する戦略的検討 0 20,127 20,127

○廃棄物再生利用等推進費 5,970,000 5,970,000 0

○国際分担金等経費 42,166 41,987 △ 179

○優良産業廃棄物処理施設整備事業に係る利子補給事業 0 40,000 40,000

1,261,000 1,861,000 600,000

○廃棄物処理等科学研究費補助金 1,261,000 1,861,000 600,000

（項）廃棄物処理施設整備費 84,527,000 102,078,000 17,551,000

廃棄物処理施設整備に必要な経費 84,527,000 102,078,000 17,551,000

○廃棄物処理施設整備費 38,431,400 33,307,400 △ 5,124,000

○循環型社会形成推進交付金 46,095,600 68,770,600 22,675,000

・ 循環型社会形成推進交付金（うち浄化槽分） 13,296,000 13,296,000 0

（項）生物多様性保全等推進費 2,754,012 3,982,616 1,228,604

1,047,440 1,714,380 666,940

○自然環境保全対策共通経費 59,190 53,261 △ 5,929

○国際分担金等経費 8,056 29,108 21,052

アジアにおける資源循環の推進方策に関する戦略的検
討

生物多様性に係る基盤的施策の実施等に必要な経費

廃棄物・リサイクル対策推進の調査研究に必要な
経費
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

・ （新）国際機関への生物多様性専門家派遣経費 0 21,039 21,039

○生物多様性センター維持運営費 75,806 75,996 190

○自然環境保全調査費 788,566 1,060,312 271,746

・ 自然環境保全基礎調査費 297,630 399,653 102,023

・ 269,600 399,962 130,362

・ （新）「いきものにぎわいプロジェクト」推進費 0 105,121 105,121

・ （新）生物多様性総合評価推進費 0 41,779 41,779

・ （新）生物多様性国際イニシアティブ推進調査費 0 19,943 19,943

○国際協力推進費 115,822 195,703 79,881

・ 49,036 71,300 22,264

・ （新）アジア太平洋地域生物インベントリー・イニ 0 20,863 20,863
　　　シアティブ推進費

・ （新）アジア国立公園イニシアティブ推進事業 0 10,422 10,422

○生物多様性保全推進費 0 300,000 300,000

・ （新）生物多様性保全推進交付金 0 300,000 300,000

自然環境の保全・再生等に必要な経費 754,149 1,039,998 285,849

○自然公園等維持管理等共通経費 92,138 88,168 △ 3,970

○自然環境学習等推進事業費 164,187 174,141 9,954

・ エコツーリズム総合推進事業費 75,664 83,541 7,877

・ （新）「五感で学ぼう！」子ども自然体験プロジェ 0 10,166 10,166
　　　クト

○自然環境保全調査費 20,000 69,706 49,706

重要生態系監視地域モニタリング推進事業
（モニタリングサイト１０００）

アジア・オセアニア重要サンゴ礁ネットワーク構築事
業
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

・ （新）海洋生物多様性情報整備及び保全戦略策定事 0 49,850 49,850
　　　業費 

○遺産地域等貴重な自然環境保全推進費 106,486 102,896 △ 3,590

○自然再生推進費 130,473 250,741 120,268

・ （新）SATOYAMAイニシアティブ推進事業費 0 200,133 200,133

○国立公園等管理費 114,886 213,135 98,249

・ 国立・国定公園総点検事業費 30,500 100,069 69,569

・ 18,089 41,343 23,254

・ （新）海域の国立・国定公園保全管理強化事業費 0 19,659 19,659

○特定民有地買上事業費 100,696 100,644 △ 52

○温泉の保護及び安全・適正利用推進費 25,283 40,567 15,284

野生生物の保護管理等に必要な経費 842,788 1,198,577 355,789

○鳥獣等保護行政共通経費 41,692 44,960 3,268

○国際分担金等経費 14,123 13,178 △ 945

○国際協力推進費 29,111 36,074 6,963

○動物愛護管理推進費 52,349 87,825 35,476

・ （新）飼養動物の安全・健康保持推進事業 0 30,945 30,945

○自然環境保全技術等調査費 22,051 49,734 27,683

・ 国立公園等における大型獣との共生推進費 22,051 49,734 27,683

○鳥獣保護基盤整備費 104,653 174,122 69,469

・ 鳥獣保護管理に係る人材育成事業 34,366 103,692 69,326

○希少種保護推進費 232,403 328,009 95,606

広範な関係者の参加による魅力的な国立公園づくり推
進事業
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

・ 希少野生動物野生順化特別事業費 82,394 99,866 17,472

・ （新）希少固有動植物等保全特別総合点検事業 0 42,958 42,958

○国指定鳥獣保護区対策費 13,345 16,693 3,348

○野生生物との共生推進費 35,596 23,337 △ 12,259

○鳥獣保護管理対策費 122,698 143,366 20,668

・ 広域分布型鳥獣保護管理対策事業 54,281 59,819 5,538

○外来生物対策費 54,051 103,697 49,646

・ （新）外来生物戦略調査事業費 0 19,519 19,519

○野生鳥獣感染症対策事業費 65,771 122,637 56,866

・ 渡り鳥の飛来経路の解明事業費 19,315 52,125 32,810

・ （新）渡り鳥の飛来状況等に関する情報提供事業費 0 10,376 10,376

○遺伝子組換え生物対策事業 54,945 54,945 0

動物個体識別措置の推進に必要な経費 29,485 29,661 176

○個体識別措置推進事業 29,485 29,661 176

前年度限りの経費 80,150 0 △ 80,150

（項）自然環境保全施設整備費 647,070 711,790 64,720

自然環境保全施設整備に必要な経費 647,070 711,790 64,720

○野生生物保護管理施設等整備費 69,122 124,214 55,092

・ （新）絶滅のおそれのある種の飼育下繁殖関連施設 0 64,986 64,986
　　　整備

○知床世界遺産センター整備事業費 344,529 357,576 13,047

○生物多様性センター整備費 83,419 80,000 △ 3,419

○山岳環境等浄化・安全対策緊急事業費補助 150,000 150,000 0
（項）自然公園等事業費 11,206,948 13,590,616 2,383,668
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

自然公園等事業に必要な経費 11,206,948 13,590,616 2,383,668

（項）自然公園等事業工事諸費 560,052 620,384 60,332

自然公園等事業工事諸費に必要な経費 560,052 620,384 60,332

（項）化学物質対策推進費 3,642,973 4,210,320 567,347

化学物質対策推進に必要な経費 2,479,131 2,950,484 471,353

○化学物質対策推進共通経費 46,381 53,826 7,445

○国際分担金等経費 28,326 32,951 4,625

○総合化学物質対策検討費 1,517,714 1,908,620 390,906

・ ＰＲＴＲ制度運用・データ活用事業 200,026 243,926 43,900

・ （新）化学物質管理トップランナー支援事業 0 12,911 12,911

・ 日中韓化学物質審査規制制度調和推進事業 15,151 28,985 13,834

・ 総合的な化学物質審査規制制度の導入検討調査 13,063 32,604 19,541

・ 製品中の有害化学物質モニタリング調査 16,961 34,386 17,425

・ 小児等の脆弱性を考慮したリスク評価検討調査 83,223 300,000 216,777

○ 886,710 955,087 68,377

・ 112,046 112,046 0

・ （新）ジフェニルアルシン酸等に関する長期毒性検 0 137,697 137,697
　　　討調査

・ （新）有機ヒ素化合物の汚染源周辺地域における高 0 300,000 300,000
　　　濃度汚染対策

茨城県神栖市における有機ヒ素化合物による環境汚染
及び健康被害に係る緊急措置事業費

茨城県神栖市における有機ヒ素化合物汚染等への緊急対
応策

13



（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

化学物質対策推進の調査研究等に必要な経費 1,163,842 1,259,836 95,994

○化学物質対策推進の調査研究等共通経費 12,081 15,863 3,782

○環境汚染等健康影響基礎調査費 525,304 617,615 92,311

・ 水銀等有害金属に係る国際削減戦略構築事業 19,185 105,860 86,675

・ （新）環境ナノ粒子環境影響調査 0 10,031 10,031

○化学物質環境安全性総点検調査等調査研究費 626,457 626,358 △ 99

（項）環境保健対策推進費 22,901,554 26,662,894 3,761,340

環境保健対策推進に必要な経費 22,316,663 26,027,318 3,710,655

・ 局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査 593,132 679,901 86,769

・ 19,621 39,204 19,583

・ （新）自立支援型公害健康被害予防事業推進費 0 300,000 300,000

・ 水俣病総合対策関係経費等 8,522,471 12,022,471 3,500,000

・ 68,023 73,729 5,706

・ 被認定者に関する医学的所見等の解析調査 11,718 39,600 27,882

環境保健対策推進の調査研究等に必要な経費 584,891 635,576 50,685

○環境保健対策推進の調査研究等共通経費 56,800 58,081 1,281

○健康被害調査研究費 101,140 100,426 △ 714

○公害防止等調査研究費 25,320 32,074 6,754

○国立水俣病総合研究センター調査研究費 401,631 444,995 43,364

大気汚染物質等が健康に及ぼす影響に関する総合的研
究

一般環境経由による石綿ばく露の健康リスク評価に関
する調査
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

（項）石綿健康被害救済国庫負担金 131,823 96,568 △ 35,255

石綿健康被害救済国庫負担に必要な経費 131,823 96,568 △ 35,255

○特別会計繰入経費 131,823 96,568 △ 35,255

（項）独立行政法人環境再生保全機構運営費 2,392,100 2,296,828 △ 95,272

2,392,100 2,296,828 △ 95,272

○環境再生保全機構運営費 2,392,100 2,296,828 △ 95,272

（項）環境・経済・社会向上推進費 1,015,850 1,655,954 640,104

社会経済のグリーン化推進に必要な経費 239,332 431,374 192,042

○グリーン化推進のための共通経費 27,137 54,338 27,201

○国等におけるグリーン購入推進等経費 38,667 35,939 △ 2,728

○（新）国等における環境配慮契約等推進経費 0 62,198 62,198

○環境経済統合推進等経費 40,445 42,609 2,164

○環境保全企業行動等推進経費 119,478 140,021 20,543

○環境投資等実態調査 13,605 10,069 △ 3,536

○（新）社会の環境配慮の見える化検討調査費 0 86,200 86,200

・ （新）環境関連商品購入促進方法調査事業 0 47,632 47,632

・ （新）企業活動の環境影響見える化手法調査 0 20,000 20,000

・ （新） 建築物等エコ化可能性評価促進事業 0 18,568 18,568

環境に配慮した地域づくり等に必要な経費 261,590 321,742 60,152

○地域づくり等のために必要な共通経費 23,496 43,049 19,553

○環境基本計画推進経費 7,386 0 △ 7,386

○公害防止計画策定経費 8,628 4,270 △ 4,358
○持続可能な地域づくり推進費 104,226 76,253 △ 27,973

独立行政法人環境再生保全機構運営費交付金に必
要な経費
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

・ 60,726 66,660 5,934

○環境パートナーシップ推進費 117,854 198,170 80,316

・ （新）協働による環境保全型地域活性化ツールの開 0 25,000 25,000
　　　発・実証事業

・ （新）エコポイント等ＣＯ２削減のための環境行動 0 20,298 20,298
　　　促進事業

環境教育の推進等に必要な経費 514,928 902,838 387,910

○環境教育に必要な共通経費 15,739 30,873 15,134

○国際分担金等経費 150,000 150,000 0

○環境教育施策の推進対策費 349,189 721,965 372,776

・ 13,914 73,006 59,092

・ 6,100 20,496 14,396

・ （新）持続可能な開発のための教育(ESD)を担うアジ 0 173,658 173,658
　　　ア高等教育機関人材育成事業

・ （新）発達段階に応じた環境教育の「ねらい」等策 0 15,877 15,877
　　　定に関する調査研究

・ （新）21世紀子ども放課後環境教育プロジェクト 0 59,250 59,250

・ （新）企業等が取り組む環境教育推進プロジェクト 0 20,950 20,950

・ （新）未就学児を対象とした環境教育 0 29,981 29,981

（項）環境政策基盤整備費 3,085,821 3,323,543 237,722

環境行政基盤の整備等に必要な経費 1,911,812 1,776,359 △ 135,453

コミュニティ・ファンド等を活用した環境保全活動促
進事業

国連持続可能な開発のための教育(ESD)の10年促進事
業

2050年の低炭素社会に向けた持続可能な開発のための
教育(ESD)の在り方検討
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

○総合環境政策共通経費 30,315 26,096 △ 4,219

○基盤整備等に必要な共通経費 28,153 54,852 26,699

○総合環境政策企画推進等経費 21,617 21,736 119

○情報基盤の強化対策費 1,582,158 1,361,740 △ 220,418

○燃料電池自動車率先導入経費 27,946 29,689 1,743

○環境データの整備利用推進費 12,655 11,851 △ 804

○環境研究連絡調整等経費 7,698 7,761 63

○環境基本計画推進経費 54,613 76,059 21,446

○環境保全普及推進費 110,825 114,304 3,479

○環境政策研究調査等経費 35,832 62,271 26,439

・ （新）経済活動と環境に関する調査分析 0 50,259 50,259

○（新）上海国際博覧会推進費 0 10,000 10,000

環境影響評価制度の運営等に必要な経費 183,232 258,517 75,285

○環境影響評価に必要な共通経費 21,856 43,956 22,100

○環境影響評価実施促進経費 161,376 214,561 53,185

・ （新）戦略的環境アセスメント導入促進費 0 33,917 33,917

環境の保全に関する調査研究に必要な経費 824,194 1,081,713 257,519

○環境技術開発等推進経費 745,447 994,498 249,051

・ ナノテクノロジーを活用した環境技術開発推進事業 453,000 700,000 247,000

・ 48,306 57,592 9,286

・ （新） 環境研究・技術開発の戦略的発信事業 0 20,000 20,000

○環境研究技術等調査費 78,747 87,215 8,468

地域の産学官連携による環境技術開発基盤整備モデル
事業
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

環境保全に関する研修等に必要な経費 166,583 206,954 40,371

○環境保全研修等共通経費 33,042 32,125 △ 917

○研修関係費 133,541 174,829 41,288

（項）環境保全試験研究費 932,381 970,000 37,619

 環境保全試験研究に必要な経費 932,381 970,000 37,619

○公害防止等試験研究費 932,381 880,000 △ 52,381

○（新）生態系保全のための調査研究事業 0 90,000 90,000

（項）環境研究総合推進費 881,000 1,600,000 719,000

環境研究総合推進に必要な経費 881,000 1,600,000 719,000

○環境技術開発等推進費 881,000 1,600,000 719,000

・ 環境技術開発等推進費 881,000 1,600,000 719,000

（項）独立行政法人国立環境研究所運営費 9,680,365 9,753,393 73,028

9,680,365 9,753,393 73,028

（項）独立行政法人国立環境研究所施設整備費 500,967 601,221 100,254

500,967 601,221 100,254

○ 国立環境研究所施設費補助 500,967 601,221 100,254

（項）独立行政法人環境再生保全機構債権管理回収 4,000,000 4,000,000 0
　　　業務費

4,000,000 4,000,000 0

○ 4,000,000 4,000,000 0独立行政法人環境再生保全機構債権管理回収業務円滑化
経費

独立行政法人環境再生保全機構債権管理回収業務
に必要な経費

独立行政法人国立環境研究所施設整備に必要な経費

独立行政法人国立環境研究所運営費交付金に必要
な経費
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

（組織）地方環境事務所 5,676,193 6,319,687 643,494

（項）地方環境事務所共通費 3,921,018 4,196,735 275,717

地方環境事務所一般行政に必要な経費 3,921,018 4,196,735 275,717

○既定定員に伴う経費 2,813,369 2,885,786 72,417

○増員要求に伴う経費 0 105,361 105,361

○地方環境事務所共通経費 1,107,649 1,166,883 59,234

○地方環境事務所等の移転に必要な経費 0 38,705 38,705

（項）地方環境事務所施設費 57,734 61,181 3,447

地方環境事務所施設整備に必要な経費 57,734 61,181 3,447

○ 地方環境事務所等施設整備費 57,734 61,181 3,447

（項）地方環境対策費 1,697,441 2,061,771 364,330

大気・水環境等の保全に必要な経費 28,826 28,348 △ 478

○法施行費 10,956 2,718 △ 8,238

○水質汚濁防止対策等経費 17,870 25,630 7,760

廃棄物・リサイクル対策推進に必要な経費 49,170 48,775 △ 395

○産業廃棄物等処理対策強化費 17,481 17,107 △ 374

○循環型社会推進事業費 31,689 31,668 △ 21

1,441,526 1,644,166 202,640

○自然環境保全対策等経費 690,870 841,944 151,074

・ エコツーリズム総合推進事業費 53,153 96,030 42,877

生物多様性の保全と自然との共生推進に必要な
経費

事 項
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度
比 較

予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

・ 0 36,667 36,667

○野生生物等保護行政費 750,656 802,222 51,566

環境・経済・社会の統合的向上に必要な経費 152,854 277,947 125,093

○環境教育施策の推進対策費 152,659 214,100 61,441

・ 28,144 62,367 34,223

○環境影響評価実施促進経費 195 63,847 63,652

・ 環境影響評価体制強化費 195 63,847 63,652

環境政策の基盤整備に必要な経費 25,065 62,535 37,470

○地方環境事務所調査等経費 25,065 62,535 37,470

・ 地域環境政策ビジョン策定推進費 20,000 35,000 15,000

[一般会計合計] 219,946,845 264,310,151 44,363,306

 （新）「五感で学ぼう！」子ども自然体験プロ
ジェクト

国連持続可能な開発のための教育(ＥＳＤ)の１０
年促進事業
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エネルギー対策特別会計
（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

エネルギー需給勘定 33,662,080 46,226,374 12,564,294

（項）エネルギー需給構造高度化対策費 33,508,629 46,011,940 12,503,311

温暖化対策に必要な経費 33,508,629 46,011,940 12,503,311

○業務部門二酸化炭素排出抑制事業 1,870,000 2,900,000 1,030,000

・ 業務部門対策技術率先導入補助事業 1,670,000 2,600,000 930,000

・ （新）省エネ自然冷媒冷凍装置導入促進事業 0 300,000 300,000

○家庭部門二酸化炭素排出抑制事業 565,000 1,655,000 1,090,000

・ 地域協議会民生用機器導入促進事業 280,000 450,000 170,000

・ （新）エコ住宅普及促進事業 0 250,000 250,000

・ （新）省エネ製品買換え促進事業 0 450,000 450,000

・ （新）省エネ家電等普及促進地域販売システムモデ 0 70,000 70,000
　　　ル事業

・ （新）エコポイント等ＣＯ２削減のための環境行動 0 400,000 400,000
　　　促進事業

○運輸部門二酸化炭素排出抑制対策事業 377,000 735,000 358,000

・ 低公害車普及事業 85,000 160,000 75,000

・ 自動車省ＣＯ2対策推進事業 130,000 500,000 370,000

○京都メカニズムクレジット取得事業 6,300,075 14,151,590 7,851,515

○排出量取引等推進事業 4,460,000 4,520,000 60,000

・ 970,000 1,270,000 300,000

・ 国内排出量取引推進事業 250,000 250,000 0

・ 温室効果ガスの自主削減目標設定に係る設備補助事業 3,000,000 3,000,000 0
○温暖化防止国民運動推進事業 3,955,500 4,450,000 494,500

事 項

京都メカニズムを利用した途上国等における公害対策
等と温暖化対策のコベネフィット実現支援等事業
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

・ （新）身近な温暖化問題発見事業 0 300,000 300,000

・ 地球温暖化防止「国民運動」推進事業 3,000,000 2,700,000 △ 300,000

・ （新）１人１日１㎏CO2削減国民運動推進事業 0 500,000 500,000

○地域における二酸化炭素排出抑制対策推進 2,032,500 1,497,500 △ 535,000

・ 50,000 44,000 △ 6,000

○ 事業活動に伴う二酸化炭素排出抑制事業 96,254 96,258 4

○バイオ燃料等再生可能エネルギー導入促進事業 7,077,000 7,447,000 370,000

・ 再生可能エネルギー導入加速化事業 750,000 1,200,000 450,000

・ エコ燃料実用化地域システム実証事業費 2,780,000 2,500,000 △ 280,000

・ エコ燃料利用促進補助事業 800,000 1,000,000 200,000

・ 廃棄物処理施設における温暖化対策事業 2,117,000 2,117,000 0

○低炭素社会形成促進事業費 2,483,065 3,550,000 1,066,935

・ 低炭素地域づくり面的対策推進事業費 250,000 2,000,000 1,750,000

・ 低炭素社会モデル街区形成促進事業 1,300,000 1,300,000 0

・ 93,065 150,000 56,935

○ 地球温暖化対策技術開発等事業 4,292,235 5,009,592 717,357

・ 地球温暖化対策技術開発事業（競争的資金） 3,302,235 3,709,592 407,357

・ （新）二酸化炭素海底下地層貯留技術開発事業費 0 500,000 500,000

（項）事務取扱費 53,351 114,334 60,983

事務取扱いに必要な経費 53,351 114,334 60,983

（項）諸支出金 100 100 0

コミュニティ・ファンド等を活用した環境保全活動促
進事業

環境的に持続可能な交通（ＥＳＴ）の実現に向けたモ
デル事業
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（単位：千円）

平成１９年度 平成２０年度 対 前 年 度

比 較
予   算   額 要求・要望額 増 △ 減 額

事 項

返納金等の払戻しに必要な経費 100 100 0

（項）予備費 100,000 100,000 0

予備費 100,000 100,000 0
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